
１　職員の任免及び職員数に関する状況

　(1) 職員数の状況(4月1日現在)

※　(　)は、再任用短時間勤務職員外書き（定数外）

100.0%

※1　職員数は、一般職員及び再任用職員の人数

　2　構成比については、各級ごとに小数点第2位を四捨五入

29人

構成比 13.8% 20.7% 20.7% 3.4% 20.7% 6.9% 13.8% 0.0%

職員数 4人 6人 6人 1人 6人 2人 4人 0人

　2　構成比については、各級ごとに小数点第2位を四捨五入

　(4) 級別職員数(令和5年4月1日現在）

区分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級

計標準的
な職務

主事
技師

主事
技師

主任主事
主任技師 副主査

係長
主査

課長補佐
課長
主幹

事務局長

17.2% 0.0% 6.9% 24.1% 100.0%

※1　職員数は、一般職員及び再任用職員の人数

29人

構成比 0.0% 3.4% 6.9% 6.9% 10.3% 13.8% 3.4% 6.9%

1人 2人 5人 0人 2人 7人

～ ～

55歳 59歳 以上

職員数 0人 1人 2人 2人 3人 4人

31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳

～ ～ ～ ～

　(3) 年齢別職員構成(令和5年4月1日現在）

区分

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

計～ ～ ～ ～

未満 23歳 27歳

自己都合等退職 定年退職 派遣解除 再任用満了 計

0人 2人 1人 0人 3人

3人 0人 0人 1人 4人

退　　職　　者　　数

　(2) 採用及び退職の状況(令和4年4月1日～令和5年3月31日）

採　　用　　者　　数

新規採用 中途採用 派遣 再任用 計

令和4年度東総広域水道企業団人事行政の運営等状況報告書

　東総広域水道企業団職員の給与、勤務条件などの人事行政の運営等の状況について公表します。
この公表は、人事行政の運営等について、その公平性と透明性を高めることを目的に、地方公務員法

第58条の2及び東総広域水道企業団人事行政の運営等の状況の公表に関する条例に基づき実施するもので
す。

区分 R4 R5 増減

(0)

[条例定数] [ 28人 ] [ 28人 ] [　0人 ]

職員数 22 (4)人 25 (4)人 3
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能力評価及び業績評価

毎年4月1日～翌年3月31日

毎年度3月(1回)

※　職員給与費：一般職の職員に係る給料、手当、法定福利費(共済負担金、公務災害負担金等)

※1　平均給与月額：給料月額に扶養、住居及び通勤手当の月額を含む。

： 2～20%

： なし

1人当たり平均支給額
0円 23,089,816円

(令和4年度決算)

最高限度額 47.709月分 47.709月分

その他の加算措置
定年前早期退職特例措置

退職時特別昇給

勤続25年 28.0395月分 33.27075月分

勤続30年 34.7355月分 40.80375月分

区分 自己都合 勧奨・定年

勤続20年 19.6695月分 24.586875月分

　(3) 職員の手当の状況

　　ア　退職手当(令和5年4月1日現在）

　2　再任用短時間勤務職員除く。

306,884円 329,470円 42歳5ヶ月

5,683,034円

※1　職員給与費は、当初予算に計上された額で、手当には退職手当を含まない。

　2　(  )は、再任用短時間勤務職員内書き

　(2) 職員の平均給料月額、平均給与月額、平均年齢の状況(令和5年4月1日現在）

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

29 (4)人 101,416,000円 22,795,000円 40,597,000円 164,808,000円

　　イ　令和5年度予算

職員数 職員給与費 1人当たり給与費

(A) 給料 手当 期末・勤勉手当 計(B) (B/A)

(A) (B) (B/A)

1,530,626,776円 148,010,253円 9.7%

評価期間

評価時期

３　職員給与の状況

　(1) 職員給与費の状況

　　ア　令和4年度決算

総費用 職員給与費 職員給与比率

２　職員の人事評価の状況(令和4年度）

評価方法

評価対象者 他団体等への派遣職員、採用後6ヶ月を経過しない職員及び事務局長以外の全職員
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月分

※　(  )内は、再任用職員に係る支給割合

扶養手当

・配偶者 6,500円

2,116,518円 192,411円

(8級職員にあっては3,500円)

・配偶者以外の親族

　　1人目　　　子 10,000円

月額75,200円

　　課長 月額57,500円

　　主幹 月額50,900円

　　課長補佐 月額41,600円

(8級職員にあっては3,500円)

　　16～22歳の子1人につき加算する額 5,000円

　　 　　　　　子以外 6,500円

(8級職員にあっては3,500円)

　　2人目以降　子 10,000円

　　 　　　　　子以外 6,500円

　　オ　その他の手当(令和4年度決算)

手当名 支給内容 支給総額 職員1人当たり支給年額

管理職手当

・管理又は監督の地位にある職員

3,392,400円 678,480円

　　事務局長

手当の種類
危険作業手当及び復旧
出動手当の計2種類

　　エ　時間外勤務手当(令和4年度決算)

支給総額 3,478,345円

職員1人当たり支給年額 193,241円

　　ウ　特殊勤務手当(令和4年度決算)

支給総額 250,200円

職員1人当たり支給年額 19,246円

職員全体に占める手当支給対象職員の割合 50.0％

4.400 月分

（1.350 月分）（0.950 月分）（2.300 月分）

月分）（0.475 月分）（1.150 月分）

計
2.400 月分 2.000 月分

（1.150 月分）

12月
1.200 月分 1.050 月分 2.250 月分

（0.675

6月
1.200 0.950 月分 2.150 月分

（0.675 月分）（0.475 月分）

　　イ　期末・勤勉手当(令和4年度)

支給期 期末手当 勤勉手当 計
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：

：

：

特別休暇
結婚、出産、忌引など特別の事由によ
り、勤務しないことが相当である場合
の休暇

その都度必要と認める期間

療養休暇
傷病のため療養する必要があり、勤務
しないことがやむを得ないと認められ
る場合の休暇

公務又は通勤上の傷病  その療養に必要と認める期間

結核性疾患 1年を超えない範囲

私傷病 90日を超えない範囲

　(2) 休暇制度

　　ア　有給休暇

種別 内容 日数等

年次休暇
1年につき最高20日付与される休暇
(20日を限度として翌年度に繰り越す
ことが可能)

1年度につき20日

普通勤務、交替勤務
の日勤

1日当たり7時間45分 8時30分 17時15分
12時00分

～
13時00分

交替勤務の夜勤 1勤務当たり14時間 17時00分 8時30分 1時間30分

４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

　(1) 職員の勤務時間

区分 勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間

夜間勤務
手　　当

・正規の勤務時間として午後10時～翌日の
　5時までの間に勤務した職員に支給 0円 0円

　　時間単価0.25×時間数

管理職特別
勤 務 手 当

・管理職手当支給対象職員が災害等臨時又は緊
　急の必要により休日等に勤務した場合に支給 0円 0円

　　職務の級及び勤務状況により1回当たり3,000円～8,500円を支給

　　使用距離に応じて2,000円～54,300円を支給

休日勤務
手　　当

・祝日法による休日及び年末年始の休日に
　おいて正規の勤務時間中に勤務した職員
　に支給 62,096円 31,048円

    時間単価3.5割増×時間数

261,250円
　　家賃の額に応じて28,000円を限度に支給

通勤手当

・交通機関利用者

2,668,160円 106,726円
　　定期券は、6ヶ月定期等最も経済的なもの

・交通用具利用者

住居手当
・借家居住者(家賃が16,000円を超える場合に限る。)

1,045,000円
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　      懲戒処分とは、地方公務員法第29条に基づき、公務員としてふさわしくない非違行為を
      行った職員の道義的責任を追及することで服務規律の維持を図るために、戒告、減給、停
      職又は免職の不利益処分を行うことです。

        令和4年度中に懲戒処分はありませんでした。

0人 0人 1人 0人 1人

　(2) 懲戒処分(令和4年度)

６　職員の分限及び懲戒の状況

　(1) 分限処分(令和4年度)

　      分限処分とは、地方公務員法第27条に基づき、公務能率の維持と公務の適正な運営の確
      保を図るために、降任、免職、休職又は降給の不利益処分を行うことです。

降任 免職 休職 降給 計

育児休業 1人 1人

部分休業 0人 0人

部分休業
小学校就学前の子を養育する職員に認
められる休業

子が小学校就学の始期に達するま
で1日2時間を超えない範囲

　(2) 取得状況(令和4年度)

区分 男性職員 女性職員

　(1) 休業制度

種別 内容 日数等

育児休業
3歳未満の子を養育する職員に認めら
れる休業

子が3歳に達するまでの連続した期
間

介護休暇 0.0日 ― %

５　職員の休業の状況

療養休暇 35.7日 ― %

特別休暇 13.3日 ― %

年次休暇 12.5日 65.3%

介護休暇

配偶者、父母、子等が、負傷、疾病、老齢
により日常生活を営むのに支障がある場合
に、これらの者を介護するため勤務しない
ことが相当であると認められる場合の休暇

3回を超えず、かつ、通算して6月
を超えない範囲で指定する期間(2
週間以上)

　　ウ　取得状況(令和4年度)

区分 職員1人当たり取得日数 取得率

　　イ　無給休暇

種別 内容 日数等
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運営費 職員掛金(月額約930円/人、企業団公費負担：なし)

　(2) 公務災害補償制度(令和4年度)

　　　地方公務員災害補償法によって設置された法人である地方公務員災害補償基金が、職員が
　　公務災害(負傷、疾病、障害又は死亡)又は通勤災害を受けた場合に、被災した職員の所属す
　　る地方公共団体に代わって災害によって生じた損害を補償し及び必要な福祉事業を実施して
　　います。

        令和4年度中に公務災害はありませんでした。

　(1) 福利厚生制度

　　　職員の生活の安定と福祉の向上を図るため、健康保険や年金業務を行う千葉県市町村職員
　　共済組合に加入しています。また、職員の互助組織として、組合員(職員)の掛金で運営する
　　東総広域水道企業団職員厚生組合を組織して福利厚生事業を実施しています。

　　【東総広域水道企業団職員厚生組合の事業概要(令和4年度)】

共済給付事業 新築祝金、傷病見舞金、永年勤続者祝金、餞別金など

福利厚生事業 保健及びレクリエーションに関する事業など

地方公務員法第38条の規定に基づ
く営利企業等の従事許可申請

0件 0件

８　職員の研修の状況

　　　職員の実務能力向上等のため、千葉県自治研修センター、東総地区広域市町村圏事務組合、
　　公益社団法人日本水道協会等外部機関が実施する研修に参加しています。

９　職員の福祉及び利益の保護の状況

営利企業等の従事制限 0人

　(2) 営利企業等の従事許可の状況(令和4年度）

区分 申請件数 許可件数

職務に専念する義務 0人

政治的行為等の制限 0人

争議行為等の禁止 0人

法令等および上司の職務上の命令に従う義務 0人

信用失墜行為の禁止 0人

秘密を守る義務 0人

７　職員の服務の状況

　(1) 地方公務員法の規定による職務上の義務に対する違反の状況(令和4年度）

職 務 上 の 義 務 違反者数
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(ｲ) 対象者 全員(胃部X線検査、便潜血反応検査及び眼底検査は希望者)

　　イ　特殊健康診断

(ｱ) 検査内容 有機溶剤　　：トルエン、ノルマルヘキサン
特定化学物質：クロム酸、1･4-ジオキサン

(ｲ) 対象者 4人(水質検査職員)

　(3) 労働安全衛生

　　ア　一般健康診断(生活習慣病予防検査含む。)

(ｱ) 検査内容 診察、血圧測定、尿化学検査、血液生化学検査、血液学的検査、胸部X線
撮影、心電図検査、聴力検査、視力検査、身長・体重測定、胃部X線間接
撮影、便潜血反応検査、眼底検査
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